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（記載の手引） 
１．この申告書は、市内に法人を設立し、又は事務所、事業所若しくは寮等（以下「事務所等」といいます。）を新設又は
廃止した場合に、主たる事務所等所在地（市内の事務所等をすべて廃止した場合は、課税標準の算定期間中における主た
る事務所等所在地。以下同じ。）の区を担当する市税事務所長に 1通提出してください。 
なお、担当する区域については、以下のとおりです。 
主たる事務所等又は寮等が所在する区 担当する市税事務所 

千種区、東区、北区、中区、 
守山区、名東区 

名古屋市栄市税事務所市民税課法人市民税係 
〒461-8626 名古屋市東区東桜一丁目１３番３号 

（ＮＨＫ名古屋放送センタービル８階） 
ＴＥＬ（０５２）９５９－３３０５ 

西区、中村区、中川区、港区 

名古屋市ささしま市税事務所市民税課法人市民税係 
〒450-8626 名古屋市中村区名駅南一丁目２７番２号 

（日本生命笹島ビル８階） 
ＴＥＬ（０５２）５８８－８００６ 

昭和区、瑞穂区、熱田区、南区、 
緑区、天白区 

名古屋市金山市税事務所市民税課法人市民税係 
〒460-8626 名古屋市中区正木三丁目５番３３号 

（名鉄正木第一ビル） 
ＴＥＬ（０５２）３２４－９８０６ 

２．申告の内容に応じ、不要の文字を抹消してください。 
３．※印の欄は、記載しないでください。 
４．「住所又は所在地」の欄は、本店の所在地を記載し、市内の事務所等が支店等の場合は主たる事務所等の所在地も併記
してください。 
５．「法人の代表者」の欄は、この申告書の作成時における法人の業務を主宰している者が記名してください。 
６．「経理責任者氏名」の欄は、この申告書の作成時における法人の経理の責任者が記名してください。 
７．「資本金の額又は出資金の額」及び「資本金等の額」の各欄は、この申告書の作成時における資本金の額又は出資金の
額及び法人が株主等から出資を受けた金額で一定のもの（保険業法に規定する相互会社の場合は、純資産額）を記載して
ください。 
８．「設立・新設・移転」における「設立・新設・移転した」項目内の「名称（屋号）」の欄は、法人課税信託の信託事務の
みを行う事務所又は事業所についてこの申告書を提出する場合には、当該法人課税信託の名称を記載してください。また、
法人課税信託の信託事務及びそれ以外の事務をあわせて行う事務所又は事業所についてこの申告書を提出する場合には、
備考欄に当該法人課税信託の名称を記載してください。 
９．「設立・新設・移転」における「市内の全従業者数」の欄は、この申告書の作成時における市内の従業者数の合計を記
載し、「設立・新設・移転した」及び「廃止」における事業所床面積及び従業者数の記載欄は、この申告書に記載の事務所
等の事業所床面積及び従業者数を記載してください。 
１０．「廃止」項目内の「名称」の欄は、法人課税信託の信託事務のみを行う事務所又は事業所についてこの申告書を提出
する場合には、当該法人課税信託の名称を記載してください。また、法人課税信託の信託事務及びそれ以外の事務をあわ
せて行う事務所又は事業所についてこの申告書を提出する場合には、備考欄に当該法人課税信託の名称を記載してくださ
い。 
１１．「一般社団・財団法人の場合」の欄は、一般社団法人又は一般財団法人の場合に、該当する□にレ印を付してくださ
い。「非営利型法人」とは法人税法第２条第９号の２に、「普通法人」とは同条第９号に規定する法人をいいます。 
１２．「公益法人等の場合」の欄は、地方税法第２９４条第７項に規定する公益法人等の場合に、該当する□にレ印を付し
てください。収益事業とは、地方税法施行令第７条の４に規定する収益事業をいいます。 
１３．「法人税における連結納税承認の有無」の欄は、該当する□にレ印を付してください。 
１４．「連結親法人・子法人の区分」の欄は、「法人税における連結納税承認の有無」の欄が「有」の場合に記載し、該当す
る□にレ印を付してください。 
１５．「法人税の確定申告期限の延長の有無」の欄は、法人税法第７５条の２第 1 項の規定による確定申告書の提出期限の
延長の有無について、該当する□にレ印を付し、「有」の場合はその延長月数を記載してください。 
１６．「連結申告における法人税の連結確定申告期限の延長の有無」の欄は「法人税における連結納税承認の有無」の欄が
「有」の場合に記載し、法人税法第８１条の２４第１項の規定による連結確定申告書の提出期限の延長の有無について、
該当する□にレ印を付し、「有」の場合はその延長月数を記載してください。 
                                                        
（事業所税のお知らせ） 
名古屋市を含む政令指定都市及び人口３０万人以上の市等では、都市環境の整備や改善に要する費用に充てるための目的
税として事業所税が課税されますので、下表のとおり事業所税のあらましをご案内します。 
※名古屋市では、事業所税に関する事務を栄市税事務所で行っています。 

 資 産 割 従 業 者 割
納税義務者 市内において事業をおこなっているかた 

免税点 
市内の事業所床面積の合計が 1,000 ㎡以下 市内の従業者数の合計が 100 人以下 
※法人の場合は事業年度の末日、個人の場合は１２月３１日現在で判定します。 

課税標準と税率 市内の事業所床面積（㎡）×600 円（税率） 市内の従業者給与総額（円）×0.25％（税率）

申告納付期限 法人の場合：事業年度終了後 2 か月以内 
個人の場合：翌年 ３月１５日 

（注）名古屋市では、事業所床面積が 800 ㎡以上 1,000 ㎡以下又は従業者数が 80 人以上 100 人以下のかたは、課税になりま 
せんが申告書のみ提出していただきます。 


